
地方自治法施行令（抄）（昭和22 年政令第16 号） 

（証券をもつてする歳入の納付） 

第 156 条 地方自治法第 231 条の 2 第 3 項の規定により普通地方公共団体の歳

入の納付に使用することができる証券は、次に掲げる証券で納付金額を超えな

いものに限る。 

一 持参人払式の小切手等（小切手その他金銭の支払を目的とする有価証券であ

つて小切手と同程度の支払の確実性があるものとして総務大臣が指定するもの

をいう。以下この号において同じ。）又は会計管理者若しくは指定金融機関、指

定代理金融機関、収納代理金融機関若しくは収納事務取扱金融機関（以下この条

において「会計管理者等」という。）を受取人とする小切手等で、手形交換所に

加入している金融機関又は当該金融機関に手形交換を委託している金融機関を

支払人とし、支払地が当該普通地方公共団体の長が定める区域内であつて、その

権利の行使のため定められた期間内に支払のための提示又は支払の請求をする

ことができるもの 

二 無記名式の国債若しくは地方債又は無記名式の国債若しくは地方債の利札

で、支払期日の到来したもの 

２ 会計管理者等は、前項第一号に掲げる証券であつてもその支払が確実でない

と認めるときは、その受領を拒絶することができる。 

３ 地方自治法第 231 条の二第 4 項前段に規定する場合においては、会計管理

者等は、当該証券をもつて納付した者に対し、速やかに、当該証券について支払

がなかつた旨及びその者の請求により当該証券を還付する旨を書面で通知しな

ければならない。 


